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21年 22年

2022年 活動構想

AIレベル定義
定義の外部発表

レベル定義ブラッシュ

領域ごとの研究（人材のモデル化を継続）

調査・ワイガヤ
（リスク関連の処理）

＜調査・ワイガヤ＞
「機能」「利用技術」 ⇒WG間連携
「ISSUE」「実現Risk」 ⇒調査・小発表

＜コミュニケーション＞
月例で、小発表を繰り返す

フォーラムなどの
マイルストン毎に、
振り返り資料として

結合

発信物

＜外部発信＞
・サイトに掲載

・EXPOなどで公開

WP
1

WP
2

WP
3



「AIレベル定義」活動について



21年活動⇒22年度活動
 ２０年度に作成した「AIレベル定義」を元に、プロジェクトマネジメントにおける活動毎のAI化レベルを具体記述

に落とし込むことで、非属人的に「PJに活用できるAI」が分類できる定義を作成（次ページ）
 Virtual EXPO(PMI Virtual Experience)等で、グローバルに「AIレベル定義」を発信する活動を実施(活動継続)
⇒ 今年度は「アカデミック」「勉強したい個人」を意識して「AIレベル定義」の価値の伝え方を工夫していく。

「AIレベル定義」の必要性

複雑化したPJにおけるPMのリソースを有効に活用するには、AIなどの支援が
必要となってきているが、どの様なAIが必要か選択基準が必要

レベルの活用場面、PMが期待する未来像
活用場面

未来像

経産省のAI-Readyガイドラインや自動運転の自動レベル
定義に類する活性化をイメージ



21年活動⇒22年度活動
完成した「レベル定義」の一部 ※ 「制御なし」⇒「ロジックベース」⇒「複合ロジック」⇒「統計的」⇒「自律」



「領域ごとの研究（人材のモデル化を継続）」活動について



21年活動⇒22年度活動
 人材に関する課題から、「スキル定義」「評価」「アサイン」「育成」のカテゴライズで初期モデルを構築
 スマホ開発の体制を題材に、「スキル定義」について議論（次ページ）
⇒ 今年度は、「評価」「育成」「アサイン」の関係からAI化イメージのまとめを進める。

人材の育成⇔体制アサインのロジック関連性分析

21年活動

22年活動
選定中



21年活動⇒22年度活動

要因スキルの特徴量を分析している思考フレーム検討 特徴量の見つけ方に
ついての議論を実施

人をアサインする活動について、AI化に向けたデザイン分析

 「スキル定義」では、モデルケース（スマホ開発の体制）を題材に、「業務機能」と、その「熟練レベル」に対し、
「スキルを評価する」「AIにするための特徴量」について検討

 人材をプロジェクトへアサインする場合の思考ロジック/検討に必要な要素やAI化するためのデザイン分析を実施



「調査・ワイガヤ（リスク関連の処理）」活動について



新活動
 具体局面を選定し、仮説としてのAI活用事例を対象に、必要となる「機能」「利用技術」と実現に対する

「ISSUE」「Risk」について、ワイガヤベースでキーワードを抽出・調査・対処検討を行い、まとめ上げる活動
 現在、立上げ直後でコンテキスト合わせのためのStudyを実施中(RiskについてのAIの可能性についてワイガヤ中)

「ワイガヤ」フレームワーク

機能・技術分野の実現法については、
WGをまたがった連携を検討

リスクを生む構造/プロセス/解析法についてのStudy



本資料および動画の著作権は、PMI日本支部に帰属しています。

本資料および動画の一部分または全部を著作権者に無許可で複製、転載、
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